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ＪＡＭは、機械金属産業 
を中心とする産業に働く 
35万人の仲間が結集する 
産業別労働組合です 

きめ細やかに 
労組活動を 
サポート  
地方・本部に 
170人の専従 
者を配置 

ものづくりと中小労働者 
を代表して 

ＪＡＭはものづくりを担う機械金属
産業の代表であると同時に、中小
企業に働く仲間の視点に立った主
張・行動を展開しています。 
ＪＡＭには機械、電機、自動車、
車両、精密機械、軽金属、鋳鍛
造、鉄鋼、住宅関連機器などもの
づくり産業を中心とする約2,000の
労組が加盟しています。 

ＪＡＭ加盟組合の特徴はものづくり
を支えているサプライヤー（部品供給
者）が数多く含まれ、組合員100人
以下の労組が組織数の60%、30人
以下の労組が組織数の25%を占め
ている中小労組の仲間が多く結集し
ています。 

主な加盟組合 

アズビル労組 井関農機労組 ＮＯＫ
グループユニオン ＮＴＮ労組 オークマ
労組 カシオ労連 クボタ労連 コマツユ
ニオン コロナ労組 サンデン労組 三協
立山労組 ジーエス・ユアサ労組 ＣＫ
Ｄ労組ＪＶＣケンウッド労組 ＪＵＫ
Ｉ労組 シチズン労組 島津労組 シ
マノ労組 セイコー労連 全矢崎労組 
太平洋工業労組 ダイキン工業労組  
タカラスタンダード労組 ダタノ労組 Ｔ
ＤＫ労組 ニコン労組 日本精工労組 
日本製鋼所労組 浜松ホトニクス労組 
日立オートモティブシステム労組第３支
部 不二越労組 不二サッシユニオン 
ホシザキ電機労組 ボッシュ労組 ミツト
ヨ労組 ミツミユニオン 美和ロック労組  
ヤンマー労連 横河電機労組 リケン労
組  
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20１6年7-9月期のGDP実質成長率はプラス0.5%（年率換算で2.2%増）となり、景気
は依然として横ばい圏内にあるものの、全体としては緩やかな回復基調が続いているとされて
いる。 
 実質GDP成長率の推移 

出所：内閣府「国民経済計算」より作成 
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日本の人口推計と雇用情勢 

人口推計 
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（出所）日本銀行「短観」 
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（出所）JILPT人材不足についての調査 
 

人材不足が企業経営に及ぼしている影響 
人材不足により約2/3が経営に影響と回答。具体的には「需要の増加に対応できない」 
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（出所）JILPT人材不足についての調査 
 

人材不足が職場に及ぼしている影響 
９割超が職場に影響と回答。「時間外労働の増加や休暇取得数の減少」が最多 
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生産は一進一退で推移している。（経済産業省 2016年11月30日発表） 

出所：経済産業省 鉱工業指数 
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年間決算状況は横ばい 但し、景況感は悪化して、先行きも不透明 
ＪＡＭ第35回景況調査 
 (2016年9月末）によると 
１．直近の年間決算 

年間の決算状況は黒字が69.7%、
赤字が14.2%と今回、約７割以上
の企業が黒字決算となっている。 

２．経常利益の見通し 
「増加する」は18.9%から19.2%に
若干増加した。 
「減少する」は39.9%から37%へ減
少している。 
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価格転嫁力において大企業と中小企業の規模間格差が広がっている。 

出所：2014年版中小企業白書 
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資料出所：連合「地域ミニマム運動賃金実態調査」 
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規模間の格差 賃金制度の有無による格差 

賃金制度が未整備のため、
賃金水準の格差が発生し
ているケースがある。 

2013～2016の春季生活闘争の取
組により、右肩下がりの賃金は下げ止
まったが、規模間の格差は残っている。 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」をもとに連合作成 

大企業と中小企業の賃金水準の格差が広がっている。 



１．情勢な特徴 
デフレ脱却と経済の好循環に向けた３年間の賃金引き上げの取り組みは、一定の成果

は出たものの、未だ「自律的な成長」には向かっておらず、今後も継続した取り組みが求めら
れている。 

共闘態勢の強化により、ベアを
獲得した単組数は、３年連続して
500単組を維持し、2016年改善
獲得額は1,346円となっている。 
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２．取り組みの概況 

2016年ふりかえり 

2015年 要求 回答

春闘報告NO.20 単組数 金額
構造

維持分
改善分 単組数 金額

構造
維持分

改善分

賃金構造維持分明示 899 9,957 4,465 5,493 909 5,678 4,438 1,239

賃金改善分 836 10,346 4,439 5,906 640 6,280 4,472 1,808

構造分のみ 63 4,806 ― ― 232 4,340 ― ―

構造維持分割れ 37 3,640 4,476 -836

2014年 要求 回答

春闘情報NO.20 単組数 金額
構造

維持分
改善分 単組数 金額

構造
維持分

改善分

賃金構造維持分明示 940 7,958 4,445 3,513 917 5,337 4,433 904

賃金改善分 856 8,275 4,418 3,857 583 5,975 4,469 1,507

構造分のみ 84 4,723 ― ― 284 4,355 ― ―

構造維持分割れ 50 3,474 4,470 -996

2016年 要求 回答

単組数 金額
構造

維持分
改善分 単組数 金額

構造
維持分

改善分

賃金構造維持分明示 867 8,444 4,472 3,972 867 5,204 4,466 738

賃金改善分 767 8,950 4,460 4,490 517 5,841 4,495 1,346

構造分のみ 100 4,562 － － 299 4,413 － －

構造維持分割れ 51 3,386 4,480 -1,094

春闘情報NO.20



３年連続でベア獲得となっている背景としては 
①デフレ脱却には雇用労働者の賃金引き上げが不可欠との認識が定着した。 
②「底上げ・底支え」「格差是正」には中小企業の賃上げが必要と社会的注目があった。 
③少子高齢化による人材不足が賃金の引き上げ要因となった。 
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３．成果と課題 

課題としては 
一部には大手、親会社を超える賃上げを引き出す動きがあるものの、大手は超えら
れない、大手追従の春闘からは未だに脱却できていない。 
「上げ幅」だけではなく、本来あるべき賃金水準にこだわる交渉にする必要がある。 

2016年ふりかえり 



１．足元の経済・雇用の情勢 
1）日本経済は消費税物価も企業物価も横バイの動きである。 
  企業業績は、円高から円安へ振れて、輸出の持ち直しや住宅投資の増加など、企業の
景況感は改善する見通し。 

2）設備投資については、設備の老朽化を背景に維持・更新投資が底支えとなり緩やかに
回復することが予想される。 

３）雇用情勢は、失業率3.1%、有効求人倍率1.41倍（11月時点）と「人手不足」感
が増している。中小企業の雇用は逼迫しており、労働力人口の減少でこの傾向が続く。 

４）世界経済は米国経済、ユーロ圏ともに回復基調である。しかし、中国などアジア圏の景
気が下振れするリスクを抱えている。また、米国大統領の交代、英国のＥＵ脱退問題な
どに留意する必要がある。 
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１．人への投資により賃金の底上げ・底支えをする 
「賃金の底上げ・底支え」、「格差是正」の取り組みを継続し、すべての単組が、月例賃金の
引き上げを中心に賃金構造維持分を除き、6,000円を基準とし「人への投資」を取り組む。 
人材の採用難となっている中堅、中小企業は、企業と産業の持続性の観点から中期的な賃
金政策にて賃金水準を引き上げる。 

２．賃金の社会的水準を確保する 

２）「大手追従・大手準拠などの構造を転換する運動」を前進させ、「付加価値の適正配
分」の実現に向けて、生み出した価値に相応しい価格取引実現に向けた環境整備に
連合・ＪＣＭと連携して取り組む。 
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１）賃金の社会的水準を確保するために個別賃金要求方式へ移行し、30歳、35歳の
一人前労働者あるいは標準労働者の賃金水準を明らかにする。 

３．企業内最低賃金協定の締結をめざす 
地域別最低賃金の引き上げと特定最低賃金に関係する業種の公正競争、水準確保
の観点から全単組で、高卒初任給賃金を目安とする18歳以上企業内最低賃金協定
をめざす。 



５．2016年労働協約取り組み方針に基づいて労働条件の向上に取り組む 
１）労働時間については労働者の健康確保のため、インターバル規制などに引き続き、取り

組む。 
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雇用問題が発生するなど要求できない労組については地方ＪＡＭと連携して現状分析と
今後の対策について取り組む。但し、企業内最低賃金協定の締結には取り組む。 

２）65歳迄の希望者全員を対象とする高年齢者雇用制度に関する取り組みについては無
年金期間の長期化を配慮して制度整備をはかる。 

３）非正規雇用労働者の処遇改善と有期雇用契約における無期転換制度などを踏まえ
た取り組みを強化する。また、若年者雇用のため中途採用者の処遇改善に取り組む。 

６．企業業績が厳しい労組対応 

４．一時金で年間生計費の維持・回復を 
一時金は総じて回復しているが、大企業と中小企業の格差が広がっている。年間生計費
の維持・回復を重視する観点から取り組みを強化する。 

７．春季生活闘争を通じて組織拡大 
春闘に関する情報提供・情報交換を機会に、非正規労働者、関連会社、取引先企
業、産別未加盟労組など、組織拡大につなげる。 



Ａ．個別賃金要求基準 
ＪＡＭは標準労働者要求基準、ＪＡＭ一人前ミニマム基準への到達を基本と
して、個別賃金絶対額水準を重視する。 

②標準労働者の要求基準 

①ＪＡＭ一人前ミニマム基準 

18 

＊ＪＡＭ１人前ミニマム基準とは賃金全数調査より第１四分位数を目安に算出 

＊到達基準はＪＡＭ賃金全数調査・高卒直入者所・所定内賃金より第３四分位数を参考に算出 

到達基準：全単組が到達すべき水準 
高卒直入者 
所定内賃金 

３０歳 ３５歳 

到達基準 260,000 305,000 

目標基準 280,000 320,000 
目標基準：到達基準をクリアした単組 

が目標とすべき水準 

＊目標基準はＪＡＭ賃金全数調査・高卒直入者所・所定内賃金より第９十分位数を参考に算出 

１．賃上げ要求 



③年齢別最低賃金基準 
有期雇用労働者の無期契約転換や中途採用者の採用時賃金として必要であ
る。 

①各年齢ポイントの協定額は、企業内の一人前労働者賃金水準の 
  80％基準を原則とし、高卒初任者賃金等を勘案して決定する。 

②同じ考え方によるＪＡＭ一人前ミニマムに対する年齢別最低賃金協定額 

○賃金設定方法 

19 

１８歳 ２５歳 ３０歳 ３５歳 

159,000  165,000  192,000  216,000  



◆個別賃金要求 
 方法 ：賃金台帳の提出を要求する。  

    または 給与明細の写しを集める。 
  
作業１：賃金をプロットし、代表銘柄の組合員の 
    賃金を結んで、賃金カーブを描く。 
  
作業２：地域、規模などの水準を参考にめざすべき、 
    賃金カーブを描く。 
  
交 渉：目指すべき個別賃金水準との差、歪みを 
    確認し、要求する。 

◆年齢別最低賃金要求 
作業１：賃金をプロットして、賃金カーブを描く。 
  
作業２：ＪＡＭ一人前ミニマムに連動した年齢別最低賃金カーブを描く。 
  
交 渉：企業内最低賃金の協定締結、協定水準の引き上げを図る。 20 



Ｂ．平均賃上げ要求基準 

10,500円以上  

連合中小共闘の賃金引き上げ目安を踏まえ、春闘相場の波及をめざす。               

21 

平均賃金水準の引上げ額 

（賃金構造維持分4,500円＋賃金改善6,000円）               

2016年 要求 回答

単組数 金額
構造

維持分
改善分 単組数 金額

構造
維持分

改善分

賃金構造維持分明示 867 8,444 4,472 3,972 867 5,204 4,466 738

賃金改善分 767 8,950 4,460 4,490 517 5,841 4,495 1,346

構造分のみ 100 4,562 － － 299 4,413 － －

構造維持分割れ 51 3,386 4,480 -1,094

春闘情報NO.20



   連合は「底上げ・底支え」「格差是正」に寄与する取り組みを強化する観点から
２%程度を基準とし、定昇相当分を含め４％程度を要求する。  

22 

  定昇など賃金構造維持分を確保した上で、3,000円以上の賃上げに取
り組む。 

2016年ＪＡＭ平均所定内賃金302,393円 (38.5歳）×2％≒6000円 

中小共闘の賃金引き上げ要求の目安は10,500円 
（賃金カーブ維持相当分4,500円）とＪＡＭと同様の要求となる。  

目標基準：全単組が到達すべき水準 35歳 338,000円（基本賃金） 
到達目標：全組合が到達すべき水準 35歳 310,000円（基本賃金） 
＊ＪＡＭの目標水準に達している単組も「人への投資」として金属労協の方針

に準じた要求を行う。  

*ＪＣＭ登録組合は完成品メーカー中心で賃金水準はＪＡＭと比較して高い  



２．企業内最低賃金協定 

１）１８歳以上企業内最低賃金協定 

○賃金設定方法 
①18歳正規労働者賃金を所定労働時間で割り戻した時間額とする。 
②実在者がいない場合、実態カーブより１８歳正規労働者賃金を推計する。 
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特定最低賃金（産業別）との関係を重視して、非正規を含む全従業員を対象と
する企業内最賃協定の締結をめざす。 

法定最低賃金との差が50円に満たない協定額は直ちに引上げを検討する。 



３．一時金要求 

１）年間５ヶ月基準 または 半期２．５ヶ月基準の要求とする。 
２）最低到達基準として、年間４ヶ月または半期２ヶ月とする。 

家計における経常的な支出を担う度合、将来に対する備え（貯蓄）など、一
時金の必要性に留意し、生活防衛の観点から、一時金水準の確保・向上をめ
ざし、要求する。 
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４．労働時間に関する取り組み ～ワークライフバランス～ 

２）インターバル規制 
１）所定労働時間の短縮 

①男女を問わず育児・介護の家族的責任を担いきれること 
②賃金面でも仕事面でも残業に依存しない体質を強化すること 
③女性と高齢者が働きやすい職場環境の整備 
以上は社会的評価を上げ、「人材確保」につながる。 
ＪＡＭは 「労働時間に関する指針」に基づいて、総合的な改善に取り組む。 

３）育児・介護 
2017年1月施行法に対して「改正育児介護休業法に関するＪＡＭ指針」に
沿って取り組む。 



５．65歳までの希望者全員の雇用・所得確保について 
将来の定年延長を視野に入れながら、「65歳までの雇用・所得確保に向けた
指針」に基づいて取り組む。 
１）無年金に対応する65歳までの希望者全員の雇用確保を労働協約に明記する。 

４）賃金・労働条件のあり方について、継続して労使で検討する場を設ける。 
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３）再雇用者の組合員化を進める。 

２）無年金期間の長期化に対して処遇改善に取り組む。 
   ＊2016年度に61歳となった男性から無年金期間2年 



６．非正規労働者に関する取り組み 
１）有期労働契約について「ＪＡＭの取り組み指針」に基づいて取り組む。 

労働契約法第18条により2018年4月には施行5年目となり、無期転換の労働
者が出ることへの対応を図る。 

２）派遣労働者について「Guide  Book 改正労働関連法等の手引き」 
   に基づいて取り組む。 
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３）改正パート労働法への対応について「2016年労働協約取り組み方針」 
   に基づいて取り組む。 

労働契約法第18条とは 
同一の使用者との間で、有期労働契約期間が通算して5年を超えて反復更新された場合、その労働
者の申し込みによって無期労働契約への転換することができる。 

４）「底上げ・底支え」「格差是正」と均等待遇の実現に向けて、「誰もが時給1,000円」 
   の実現をめざし、企業内でも取り組む。 

７．男女間の賃金格差問題 
男女間の賃金格差問題については｢男女間賃金格差問題に関するまとめ｣に基づき、
全組合員の賃金実態の把握と分析を進める中で、男女間賃金格差を是正していく
取り組みを継続的に進めていく。 



１．取引の適正化に向けた積極的な展開 

ＪＡＭは、大手と中小の格差是正には公正な取引環境の確立が不可欠であると訴え
てきた。取引環境が及ぼす影響について社会的な認知が進んだ。 

１）適正価格とするため、下記を経営者に要請する。 

27 

◎単組の取り組み 

これから具体的な行動として、付加価値の適正な配分を目に見えるものとするため企業
の収益改善にむけた価格の見直しをおこなうよう経営者を促し、改善に取り組む。 
特に中小の取引環境の改善により、適正な付加価値から生まれた賃金引き上げ原資
を労働者への配分として「人への投資」につなげていく。 

具体的要求 

①原価等の検証による収益性の再評価 
②赤字で受注している製品価格の見直し 
③取引条件の見直し（納期、数量、決済条件、金型保管費用） 
④原材料価格や人件費等の価格転嫁 

◎地方ＪＡＭの取り組み 
単組の要請行動の確認と、企業が実施した引き上げ交渉の問題点を把握する。 



28 

労使共通の「価値を認めあう社会」に向けて、取り組む。 



１）地方ＪＡＭの取り組み 
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２．中小企業憲章・中小企業振興基本条例の具体化 

①中小企業振興基本条例に対する学習会の実施 
②中小企業振興基本条例が未制定の地方自治体に制定をめざした要請行動 
③地方連合会が策定する政策・制度要求に盛り込む 
④中小企業振興基本条例が制定されている自治体へは、具体的な中小企業振
興策の検討会議にＪＡＭが参画できるように地方連合会と連携して働きかける。 

中小企業問題研究会で中小企業家同友会および関連産別、学識経験者と連携
強化を図る。 

２）ＪＡＭ本部の取り組み 



地方ＪＡＭ、地協、単組において、賃金実態の把握、一人前労働者の賃金カーブと
賃金構造維持分の算定、是正課題の洗い出し、賃金カーブの整備、企業内最賃協
定の取り組みを強化する。 
◆単組訪問 

◆個別賃金の取り組み強化 
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１２月から２月第１週までに、役員と専従職員が一緒に単組を訪問し、企業状況
と賃金実態を把握して、統一要求日の要求提出に向けて、準備する。 
①個別賃金の情報開示、企業内最賃協定、賃金の是正・改善に向けた 
 要求の組み立て。 
②労働時間に関する諸実態の把握に基づく要求の組み立て。 
③65歳までの希望者全員の雇用・所得確保、非正規労働者の実態把握、男女賃
金格差問題等について課題を洗い出す。 

雇用問題が発生しているような状態、雇用確保を最優先せざるを得ないと判断され
る単組については、地協・地方ＪＡＭ・ＪＡＭ本部と連携し取り組む。 

◆雇用確保 

春季生活闘争は共闘運動であり、統一要求日(2/21)における要求提出の集中に
むけた取り組みを徹底する。 



１．統一要求日：２月２１日(火） 
全単組がこの日までに要求を提出する。 

２．第１次統一交渉ゾーン：２月２７日（月）の週迄 
企業の短期、中期の見通しについて交渉する。 

全単組が回答の引き出しに全力をあげる。 

要求に対する統一回答指定日における回答確約をめざす。 

３．第２次統一交渉ゾーン：３月６日(月）の週 

４．統一回答指定日：３月１４日（火）、１５日(水） 

５．３月内決着をめざす取り組み 
統一回答指定日以降のＪＡＭの闘争状況を 
ふまえ、各種共闘指標を活用しながら、３月 
「月内決着」に全力を上げる。 
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